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福島県土木部

 

記者発表資料 ３枚 

令和５年７月２１日  

福島県土木部砂防課  

 

福島県土砂災害情報システムの愛称を募集します。 

今年２月にリニューアルした「福島県土砂災害情報システム」を、より多くの皆様に知っても

らい、土砂災害情報を活用していただけるよう、シンプルで親しみやすい愛称を募集します。 

 

１ 募集期間 

  令和５年７月２４日（月）から令和５年８月２５日（金）まで 

 

２ 応募資格 

  年齢・住所を問わず、どなたでも応募できます。 

 

３ 応募方法 

  詳しくは募集要項をご覧のうえ、以下の方法でご応募ください。 

  ①ＷＥＢ応募フォームからの応募 

  ②電子メールによる応募 

  ③郵送または持ち込みによる応募 

 

４ 愛称の選定方法 

  応募いただいた作品の中から厳正な審査を行い、愛称を決定します。 

 

５ 賞品 

  審査において、最優秀賞、優秀賞に選ばれた作品の応募者には次の賞品を贈呈します。 

最優秀賞：１点（県産品３万円相当） 優秀賞：３点（県産品５千円相当） 

 

【問い合わせ先】 

福島県土木部砂防課 

（担当者）主幹兼副課長 玉應 隆史 

電話 024-521-7491（内線）3611 FAX 024-521-7716 

 



 ※福島県土砂災害情報システム（https://d-keikai.pref.fukushima.lg.jp） 

「福島県土砂災害情報システム※」の愛称募集要項 

 

１ 愛称募集の目的 

  今年２月にリニューアルした「福島県土砂災害情報システム」を、より多く

の皆様に知ってもらい、土砂災害情報を活用していただけるよう、シンプルで

親しみやすい愛称を募集するものです。 

 

２ 募集期間 

  令和５年７月２４日（月）から令和５年８月２５日（金）まで。 

 

３ 応募資格 

  年齢・住所を問わず、どなたでも応募できます。 

 

４ 応募方法 

（１）WEB 応募フォームからの応募 

（以下の福島県土木部砂防課ホームページに応募フォームがあります。） 

    https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/41045c/sabo-system.html 

（２）電子メールによる応募 

   以下のメールアドレスあてに応募書類をお送りください。 

    sabo-system@pref.fukushima.lg.jp 

（３）郵送または持ち込みによる応募 

   以下の住所へ応募書類を郵送または直接持ち込みください。 

   持ち込みの場合は、開庁日の９時から１７時の間で受け付けます。 

    〒960-8670 福島県福島市杉妻町 2番 16 号（本庁舎 4階砂防課） 

    『福島県土砂災害情報システム愛称募集』担当者宛て 

    令和５年８月２５日（金）必着 

 

５ 愛称の選定方法 

  募集期間終了後に審査会を開催し、応募いただいた作品の中から採用する

愛称を決定します。 

審査会メンバー：福島県砂防課長、福島県砂防協会長（川内村長）、福島地

方気象台調査官（前福島地方気象台長）、福島県災害対策課長、福島県広報課

長 

 

６ 賞品 

  審査において、最優秀賞、優秀賞に選ばれた作品の応募者には次の賞品を贈

呈します。 

最優秀賞：１点（県産品３万円相当） 優秀賞：３点（県産品５千円相当） 

 

 



 ※福島県土砂災害情報システム（https://d-keikai.pref.fukushima.lg.jp） 

 

７ 結果発表 

  愛称に採用された応募者へ通知するとともに、「福島県土砂災害情報システ

ム」及び福島県土木部砂防課ホームページにて発表します。 

 

８ 注意事項 

 (1)本募集要項に同意いただけない場合は、選考の対象となりません。 

 (2)上記１の募集目的を踏まえて、福島県の土砂災害情報システムとしてふさ

わしい愛称に限ります。 

 (3)１人何点でも応募できますが、それぞれ異なる愛称としてください。 

 (4)採用された愛称を、複数の方が応募していた場合、その応募者の中から抽選

で１名を決定します。 

 (5)選定された愛称の著作権、商標権、意匠権及び所有権（以下、「著作権」と

いう。）を含む全ての権利は、福島県に帰属するものとする。 

 (6)応募された愛称に関し、第三者との間で著作権やその他の権利上の問題が

生じた場合、その責任は応募者が負い、応募者において解決するものとします。 


